一般社団法人　千葉県社会福祉士会
平成27年度 第4回理事会議事録
１．開催日時　平成27年11月28日（土）10：05～12:10
２．場　所　　塚本千葉第５ビル　3階　事務局
３．出席者　　会　長
　染野
副会長
　相澤、奥野、宮間

事務局長　　鈴木

会員理事
　(総務委員会・企画部会）岡本

(総務委員会・広報部会）小川

(総合相談委員会）渋沢

(研修委員会)　浅見
(ぱあとなあ委員会）櫻井、吉田

 (司法福祉委員会)　出口
　　　　　　　外部理事　　長谷川、西尾、田中、近藤
　　　　　　　監　事
　伊達

　　　　　　　相談役
　五十嵐

４．議題

（1）各委員会報告事項に対する質疑
（2）議事　 ① 代議員規程の改正について
② 松戸市からの委託事業の実施について
③ 情報公開規程の改正について
④その他

（3）報告　 ①法人後見監査委員について

　　　　　　②その他

５．議事録

· 出席者及び資料の確認

· 鈴木事務局長から、現在、理事会出席者13名。定款第３４条により定足数に達しており、本理事会は成立すると報告。配布資料の確認。既配布資料の他に本日2枚追加。
会長挨拶以降、回覧用のファイルを順次回す。ファイル内の書類の確認・記名封筒がある場合は受取・（袋を入れてあるので）ＮＨＫ歳末助け合い募金にご協力を。

· 染野会長から開会挨拶

　　2ヶ月前教育会館で理事会を開催したが、本日は、少し手狭となるが、事務局での開催にした。今回は、新事業の提案が多い。また、規程の改正提案もある。来年度に向けての転換点になる。議論することを目的によろしく。
定款32条に基づき、染野会長が議長を務める。
· 議題

（１）各委員会報告事項に対する質疑
・配付資料以外に補足がある委員会

広報委員会より　12月3日に点と線89号を発行する。

災害委員会より　33頁、10月24日に「第4回関東甲信越ブロック社会福祉士災害連携会議」が開催され、9月の豪雨災害について報告があった。茨城県常総市の災害について当会としては、ＨＰ・メーリングリスト・ＦＢで会員に周知した。現在は、生活支援が必要な時期にある。今後、横の連絡は取れるようになっているので、依頼があれば、皆様に周知する。
・質疑
ぱあとなあの規程変更について　　

・16頁第2条1項の中に、「…、第7条に定める」とあるが、第6条ではないだろうか。第7条だと（運営委員長）に該当する。　誤りであった。
・32頁平成27年4月1日附則（施行期日）2に、「第2条第1項第3号の研修…、平成27年度は実施しない」とあるが、「平成27年度は実施しない」は、必要ないのではないか。
（その文言を）規程に記載する必要があるか。32頁平成25年4月1日の附則（施行期日）にも2と3で「実施しないものとする」の文言が残ってしまっている。検討してほしい。
・32頁平成27年4月1日附則（施行期日）3に、「28頁第7条第3項の更新研修については、…、必須登録員研修をこれにあてる。」とあるが、28頁では「更新研修を受講していること」にしている。必須登録員研修と使い分ける必要はあるのか検討してほしい。

（２）議事
① 代議員規程の改正について

説明：40頁規程第2号（活動に対する費用弁償）第15条の追加。代議員は45名定員。千葉に居住していても総会会場までの交通費がかかる。交通費を支弁したらどうかという声が上がっていた。また、地域集会等で、総会決定事項・会の方針を伝達してくれる場合、コピー代等を支給することを考えている。
質疑：

・交通費の支給以外の必要経費の判断基準について、主にコピー代を想定している。事務局で請求書類を見て、理事会で判断することを考えている。
・支払い方法を本人からの請求によるように記載されているが、それについては、会場まであるいは途中まで定期があったり、車で送迎して貰ったり、何らかの理由で交通費を要らないという方もいる。従って「請求に基づき支弁」の文言を入れた。
決議：総会時、に出席した代議員に交通費請求用紙を渡し、本人から請求があれば支給する。→承認
② 松戸市からの委託事業の実施について

（宮間副会長は利益相反となるので一時離席）

説明：42頁は松戸市から当会へ、44頁～47頁は厚労省・千葉県から松戸市に届いた書類。10月28日に会長と事務局長で松戸市の生活保護担当者から聞き取りをした。11月4日に松戸市へ提出した当会の見積書が43頁。松戸市の説明では、無料低額宿泊施設（以下、無低）等に長期に入所している生活保護受給者に対し居宅生活への移行を困難にしている原因の把握を行い、社会的自立に向けた支援を社会福祉士会で行なって欲しいとのこと。
拠点は、松戸市役所内に一部を借り、支援員は2名、コピー機・パソコンは用意する。
現在、松戸市における生活保護受給者の無低などへの入所状況は平成27年9月末時点で136名、居住地は半径100kmの範囲。1年以上の長期入所者は81名となっている。千葉会への依頼内容は、・支援計画の策定・社会生活自立支援・居住先の確保支援となっている。
この支援事業の根拠となっているのは、平成27年5月に発生した川崎市の簡易宿泊所火災での被災者の多くが生活保護受給者であったことから、国や千葉県の要請を受け立ち上げたもの。
さいたま市・神奈川県では既に実施している。実施団体が埼玉県社士会・神奈川県社士会であったので、千葉県社士会に声が掛かったものと思われる。今、見積もりを出している段階で、松戸市からは年内に正式な回答があると思う。

千葉県社士会は以前「みまも～れ幸町」（支援員1名、事務所を借りて2年間実施）での実績もある。松戸市には10,800,000円ほどで見積もりを提出している。

質疑：

・事業の期間は、とりあえず1年で提出しているが、対象者136名の居住の安定確保は単年度では終わらないと市の方でも考えているので、事業継続されるものと思っている。

　・事業として枠を決めるので、生保受給中かつ無低入居が前提となり対象は136名。生保を受給しながらの長期入院者を含めるともっと多くなる。現在は136名でも、今後は増加していくだろう。

・年齢の割合比率は聞いていないが、何らかの事情で一般住宅に入れない人。就労に結びつかない人で、高齢者・障害者・保証会社審査が通らない人・金銭管理の困難な人・ＤＶに準じる要因で家に居られない等理由のある人々が対象となる。

・役割としては一般住宅で生活が出来る程度までは見届けるが、仕事としては地域の住宅への転居が果たされることによって一応終結する。状況に応じて、包括・中核・法律関係者・ケースワーカー等に繋ぐ必要があると思われる。

・無低に入居している方は、生活保護の申請と同時に入居が決められる。最初の段階から支援に入っていたら、生保申請していれば受け入れてくれる大家・不動産会社もあるので、この仕事自体はそんなに難しいことでない。支援がなくて、無低に入居している人も多いので、そのことについては松戸市に知らせたほうがよいと思う。
・誰がやるのかということに関しては、単年度だと1年で終わりになるので、慎重に人選募集をする。人的社会資源が少ない。受託先は社士会だが、多職種の機能を補完していくつもりでやれば、例え単年で終わっても次年に継続できる気がする。
　・支援員に必要なのは、分析力と厳しい仕事をする覚悟。

無低と飯場が同じ敷地にあるところもある。飯場で怪我をして急性期病院を出た後行くところがないとなると、行政は地域で住宅を探すハードルが高いので「無低に行ってください」となる。飯場に来る方は、親を知らない・負債を抱えている・識字力が無い・学校へも行けない等若い人でも多い。個人の資質以外の問題がある。それをきちんと聞き取るだけの力量と社会的歪みの問題と時代背景を考えられることが重要。

・無低に入れば朝夕の食事が付いて楽だと思う人もいる。利用者が無低を退去して一般住
宅で生活できるような目標がないと、支援員もつぶされるし利用者も気の毒、行政も社
士会に委託したのに結果が出ない。三方が困る状態になる。
・居住の安定確保に留まらない可能性がある。住んでいるところから逃げ出したりすると、地域のケアマネなどに支援員が問われることになる。居住提供するだけでなく安心した生活を確保するとなると支援員の役割が非常に大きい。地域の中の社会資源を把握し松戸市の内情に詳しい人が必要と思われる。実際の事業が始まればいろんな場所へ行って話を聞くことが大事。

・松戸に1カ所SSS（無低）があるが、そこには単独で補助を出している。年間1桁で3床確保しているようだ。そこから推測するに1年間で何人定住させるという目標はない。人数は少なくても定住できるようにすることが目標。切迫感はなかった。社士会、単体で委託を打診された。就労支援などによる自立までは求められていない。
・無低に住んでいる生活保護受給者と面談をし、希望に添って地域に居住先を移行する。大家・近隣に理解を求め、松戸でサポートをしてくれる人々とチームを作り、橋渡しをしながら、利用者が安全に暮らしていける生活を作る。（社士会では）前段の一般住宅を借りる支援に特化している。
・地域で体制を作る。支援員2名に任せるのでなく、会員の中からもバックアップするチームを組織して支援員が孤立しないようにする必要がある。会で対応する必要があるので支援員は社士会の会員であることが要件となる。

事業を引き受けてから支援員を探すのでなく、今から人のあたりは付けておいた方が良いが、（受注していないので）会の中で動くことは出来るが、まだ、外部に話し出来る段階ではない。次の理事会で松戸市から結果が出ているといい。
決議：松戸市からの委託事業の実施について

→承認
（宮間副会長着席）

③ 情報公開規程の改正について

説明：48・49頁規程13号情報公開規定の改正を提案する。

・第3条に（3）代議員名簿を追加する。総会で代議員の方から「代議員名簿」の公開を要求されたが、規程を改正しないといけなかったため。
・第3条（4）から（会員番号の氏名のみ掲載）を削除する。理由としては、オープン化の話し合いで、名簿を事務局で閲覧になっているが、会員番号・氏名・活動地域更に職場・職場電話番号にしたいが、規程で規制がかかっているので、削除したい。
・（3）を追加したことにより（3）以下の号数番号が順次変わる。

・（改廃）第6条　規程を一般社団法人化するときに、この部分を入れるのが抜けていたので、追加したい。
質疑：・第3条第1項にある「…同時に、第3号を除き」とあるが、「第4号」になるのでは、また、第5条第4項にある「ただし、第3条第1項第3号に規定する」も、「第4号」とする必要がある。
　　　・会員名簿は閲覧できるがコピーはできない。定款・役員名簿・事業報告はコピーできる。
決議：情報公開規程の改正について

→承認
④その他

・お知らせ（千葉県社会福祉士会会員名簿の作成について）について（案）
説明：「オープン化に向けた話し合い」と称して活動の活性化に向けての話し合いを行ってきた。4回の話し合いをした結果、会員情報の共有を行うために、会員名簿の作成をしたいと思う。会の活動がどう行われ、誰がおこなっているのか見えない。それぞれの活動を全体としての連携をとることができない。一般会員にその活動が見えにくいので、それが議論の停滞、委員のなり手不足に繋がっているのではないかという問題点となったのが理由。

　　　代議員を地区から推薦しようにも誰がその地区にいるのかが分からない。
そこで先ず、チェックボックスをつけた用紙を会員に送付し①から⑦までの項目で、会員名簿を作成したい。チェックボックスをつけることにより、本人の了解を得た項目のみデータとして取扱える。
全員に送付して、何通戻ってくるか分からない。1,300名のうち、仮に200名だけ戻ってきたもので、名簿を作成しても意味が無いので、返送がなかった場合の取り扱いも決めてみた。
そのことについて意見がたくさん出てくると思われるので、問い合わせ先を事務局でなく、担当理事と会長にした。
来週の点と線発送時に同封を考えている。理事会で意見を出して欲しい。
質疑：・確かに会員名簿作成はやった方がよい。必要性もある。しかし、個人情報・プライバシーに敏感な方もいるので、配慮が必要。このお知らせが「重要であること」と、4．を目立つように強調した方が良い。送付されたら絶対に見るようにする。
・4．連絡の無かった会員の取り扱いをよく考えること。返送が仮に200名だったとしても、それで名簿作ればいいのでは。載せたいと思えば連絡してくるだろうし、それより問題なのは、連絡がなければ載せるという対応にある。

・社士会では個人情報保護規程はないが、情報公開規程で対応している。

・会員名簿は、情報公開規程第3条によると会員以外でも閲覧は可能。また、第5条によるとコピーは禁止となっているが、メモは不可との規程にはなっていない。

・職場名と職場住所については、異動・転職もあるだろうし、間違った情報が載るリスクがある。随時更新できるネット上のデータベースではない。この項目には本人の了解が必要。

・想定しているのは、何も書いてこなかった場合、①②⑥を記載使用と思っている。⑥については住所なのか、職場のある地域なのかを明確にするため。答えがない場合は住所の地域とする。どこかで、データをきちんとしないといけない。①②だけだと意味がないと判断した。
・「返信のない会員」とは、あまり社会福祉士としては積極的に活動していないと解釈し①と②だけでもいいような気もするし、それだけなら許容範囲かとも思う。大事なお知らせとして、発信しているのに返信がないのだから、最悪②だけでも仕方ない。名前も出して欲しくない人もいるかもしれない。

・会の倫理規程にあるが、個人情報についてはこのようにしていると明記したらどうか。
・問い合わせ先に関して、事務局に負担をかけたくないことで、個人名にしているが、それだと個人で活動しているように思われる可能性がある。事務局を上におき、連絡先はこちらとして両名の連絡先を記載する。
　　　・今回は内容の修正が必要だということが分かったので、戴いた意見をふまえて、本日議決はせずに1月に再提案する。
（３）報告　
 ①法人後見監査委員について

　9月末で任期が切れたので規程により、会長が選任した。法律関係者から司法書士長谷川氏、学識経験者から聖徳大学須田氏、両名は前回からの継続。福祉関係者から県内の市社協所属の宮原氏に委嘱したことを報告する。

　②その他

　・50・51頁日本会から成年後見事業にかかる都道府県負担金等について決定事項が届いている。2016年度の負担額は名簿登録者1人当り700円となった。来年度千葉会登録者を220人と見積もりおよそ15万円となる。
　・選挙管理委員会より　来年度からの理事・代議員の推薦・立候補を受け付けている。12月12日当日消印有効。それぞれの委員会でも来季の活動を見据えて、積極的な声掛けをお願いしたい。
　・追加報告

ささえあい制度配分委員会より11月12日に委員会を開催し、34頁3件について委員会は承認した。最終的な承認は理事会で必要。→承認
・議事と報告は以上、監事からご意見を。
　　・個人情報保護規程の必要性を発言の流れの中で感じた。

・松戸市からの委託を受ける場合、単に受託するだけでなく、社会問題として出てきた問題を社士会が地域の中で解決できるといいと思う。
　　・後見人財産が多額な場合、後見信託あるいは後見監督人を付けるようにとの裁判所からの指示が出ているようだ。ぱあとなあで弁護士会や司法書士と連絡を取って、内容を理事会で報告して欲しい。

次回理事会の予定

　　1月10日（日）事務局で開催します。ご出席ください。（12:10閉会）
　　

